
11月補正予算案の主なもの

◎一般会計

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

総務費 1 人事管理運営経費 282,365   3,822 286,187    

県　緊急雇用創出事業交付金 77,796    3,822 81,618     
外国人登録原票照合確認業務の緊急雇用にかかる臨時職員の賃金及び共済費の追加

・臨時職員　9人

2 過疎地域自立促進事業基金積立金 0 145,800 145,800    

債　過疎地域自立促進事業債 0 145,800 145,800    

過疎地域自立促進計画（H22～H27）に予定するソフト事業の財源とするため

「過疎地域自立促進事業基金」の創設に伴う積立金の追加

3 区管理運営事業（北区役所費） 57,256    1,500 58,756     

一　般　財　源 56,718    1,500 58,218     

◆ (1) 公有財産維持管理事業 3,330     1,500 4,830      

北区の廃校となった川名小学校及び久留女木小学校を平成２３年４月より地域の

コミュニティ施設として利活用するための準備経費の追加

　旧川名小学校

　　屋根修繕工事並びに電気設備及び水道設備復旧工事　1,000千円

　旧久留女木小学校

　　電気設備及び空調設備復旧工事　　　　　　　　　　　500千円

4 公民館運営事業 113,535   48,000 161,535    

一　般　財　源 105,437   48,000 153,437    

◆ (1) 施設整備事業 34,500    48,000 82,500     

南部公民館の空調設備更新にかかる工事請負費の追加

民生費 1 児童健全育成事業 763,675   1,750 765,425    

県　子育て支援対策臨時特例交付金 2,040     1,750 3,790      

◆　(1) なかよし館・児童館運営事業 123,189   1,750 124,939    

児童館（江西・北星・天竜）となかよし館（広沢・遠州浜）に設置するＡＥＤ

（自動体外式除細動器）５台の購入費の追加

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

民生費 2 ひとり親家庭等支援事業 2,248,254 14,641 2,262,895 

国　母子家庭自立支援給付金事業費補助金 8,440 10,981 19,421 

一　般　財　源 1,528,186 3,660 1,531,846 

◆　(1) 母子家庭自立支援給付金事業 25,213 14,641 39,854 

資格取得のため２年以上養成機関で就業する場合、就業期間中の訓練促進費

として支給する高等技能訓練促進費の申請の増加に伴う扶助費の追加

　①高等技能訓練促進費（課税世帯）   70,500円×12ヶ月(108ヶ月→120ヶ月)

　②高等技能訓練促進費（非課税世帯）141,000円×95ヶ月(120ヶ月→215ヶ月)

　③入学支援修了一時金    課税世帯   25,000円×2人(2人→ 4人)

                        非課税世帯   50,000円×7人(4人→11人)

3 一時保護所運営事業 28,443    1,000 29,443     

県　子育て支援対策臨時特例交付金 0 500 500        

一　般　財　源 27,314    500 27,814     

児童の安全確保と個別対応居室の整備を目的とする一時保護所の１階面接室・

一般居室の改修工事費の追加

4 市立保育所管理運営事業 968,655   8,400 977,055    

県　子育て支援対策臨時特例交付金 12,120    8,400 20,520     

◆　(1) 市立保育所運営事業 685,376   8,400 693,776    

市立保育園24園に設置するＡＥＤ（自動体外式除細動器）購入費の追加

5 障害児施設運営事業 191,374   7,934 199,308    

一　般　財　源 76,073    7,934 84,007     

◆ (1) 根洗学園管理運営事業 150,911   7,934 158,845    

根洗学園の定員が平成23年4月から増加（58人→80人）することに伴う通園バス購入

費の追加

6 生活保護扶助事業 8,816,662 1,599,449 10,416,111 

国　生活保護費等負担金 6,612,483 1,199,586 7,812,069  

一　般　財　源 2,204,179 399,863 2,604,042  

◆ (1)生活扶助事業 2,966,869 901,903 3,868,772  

◆ (2)住宅扶助事業 1,430,785 257,498 1,688,283  

◆ (3)教育扶助事業 49,780    24,680 74,460     

◆ (4)医療扶助事業 3,487,173 398,827 3,886,000  

◆ (5)介護扶助事業 250,164   16,541 266,705    
生活保護受給者の増加に伴う扶助費の追加

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

民生費 7 療養給付支援事業（負担金） 4,689,732 324,118 5,013,850  

一　般　財　源 4,689,732 324,118 5,013,850  

後期高齢者医療制度において、平成22年度の医療給付費の見込が当初と比較し

増加したことによる、平成22年度分の負担金の追加及び平成21年度分の精算

に基づく平成21年度分の負担金の追加

①平成22年度分  　210,717千円

②平成21年度分  　113,401千円

①　+　②　　 　 324,118千円

衛生費 1 精神障害者自立支援給付事業 716,999   130,045 847,044    

国　障害者自立支援給付費負担金 350,500   63,933 414,433    

一　般　財　源 366,499   66,112 432,611    

◆ (1) 自立支援医療事業 716,999   130,045 847,044    

自立支援医療受給者の増に伴う精神障害者自立支援給付費の追加

・受給者数見込 750人増（H22年度当初予算 7,750人→H22年度最終見込 8,500人）

2 緊急雇用創出事業（資源廃棄物政策費） 17,716    3,760 21,476     

県　緊急雇用創出事業交付金 17,716    3,760 21,476     

◆ 17,716    3,760 21,476     
市内の事業所に出向き、啓発用冊子の配布、一般廃棄物の減量運動や適正処理

の推進を緊急雇用事業により実施するための委託料の追加

・雇用期間　平成23年3月～平成24年3月　（13ヶ月分）

　　　　　　※23年度分は債務負担行為42,411千円

・新規雇用者　10人×22日（23年度は244日）

3 浄化槽助成事業 345,534   0 345,534    

債　浄化槽助成事業債 0 23,600 23,600     

一　般　財　源 245,312   △ 23,600 221,712    
過疎債充当による財源補正

4 湖沼水質保全事業 48,473 3,000 51,473     

一　般　財　源 48,473 3,000 51,473     

◆ (1) 雨水浸透ます普及事業 7,419 3,000 10,419     
佐鳴湖の水質浄化のため、佐鳴湖上流域への雨水浸透ますの設置に対する

補助金の追加　　既設住宅：@60千円×50基

 (補正前:既設住宅80基､新築住宅10基→補正後:既設住宅130基 新築住宅10基)

事　業

(1) 事業者に対するごみの出し方啓発活動事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

衛生費 5 飲料水供給施設整備事業 61,242 0 61,242     

債　飲料水供給施設整備事業債 35,800 15,400 51,200     

一　般　財　源 24,218 △ 15,400 8,818      
◆ (1) 居寄飲料水供給施設整備事業 17,000 0 17,000

◆ (2) 川上飲料水供給施設整備事業 10,000 0 10,000

◆ (3) 小休戸飲料水供給施設整備事業 12,200 0 12,200

◆ (4) 大栗平飲料水供給施設整備事業 7,000 0 7,000

◆ (5) 気田子飲料水供給施設整備事業 6,300 0 6,300

過疎債充当による財源補正

6 生活用水応援事業 16,806    11,560 28,366     

債　飲料水供給施設整備事業債 0 22,300 22,300     

一　般　財　源 16,400    △ 10,740 5,660      
公設の水道事業の恩恵を受けられない飲料水の確保が困難な地域への、

生活用水の確保及び水質管理の充実を図るための支援に要する経費の追加

並びに過疎債充当による財源補正

・施設整備及び修繕助成　　　11,548千円

・水質検査に対する助成　　　　　12千円

労働費 1 雇用促進事業 90,342    8,140 98,482     

県　緊急雇用創出事業交付金 50,000    8,140 58,140     

◆ (1) 新卒者等就職活動応援事業 50,000    8,140 58,140     

平成23年3月に就職が決まっていない高校新卒者等を雇用し、就職に必要な訓練を

行い、就職活動の円滑化を図るための緊急雇用事業にかかる委託料の追加

・研修（雇用）期間　平成23年3月～平成24年8月　（6ヶ月）

　　　　　　　　　　※23年度分は債務負担行為41,860千円

・新規雇用者　　　　20人程度

・対象者　　　　　　高校未就職卒業者等

2 失業者住宅手当緊急特別措置事業 157,250   19,000 176,250    

県　生活保護運営対策事業費等補助金 157,250   19,000 176,250    

雇用と住居を失った者等に対し住居の確保を支援し、求職活動の円滑化を図るため

の住宅手当の支給について、平成22年4月より受給期間の延長（6月間→延長申請に

より最大9月間）、収入要件の緩和等制度改正があったため、受給件数が増加した

ことに伴う扶助費の追加

・支給額（月額）　単身世帯　上限37,700円　複数世帯　上限49,000円

・延べ受給件数　　1,182件増（3,486件→4,668件）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

農林水 1 生産・経営基盤強化事業 0 1,337 1,337      

産業費 県　緊急雇用創出事業交付金 0 1,337 1,337      

◆ (1) 農業施設利用状況調査事業 0 1,337 1,337      

市内農業用施設（温室・ハウス）の形状や荒廃状況、栽培作物、環境制御施設

について現地調査を行い、データベース化するための委託料の追加

・雇用期間　平成23年3月～平成24年9月

　　　　　　※23年度分は債務負担行為16,669千円

・新規雇用者　6人×8日

・既存雇用者　2人×8日（管理者）

2 農道整備事業 12,810    0 12,810     

債　農道整備事業債 4,500     1,800 6,300      

一　般　財　源 1,905     △ 1,800 105        

◆ (1) 農道整備県補助事業 12,810    0 12,810     

過疎債の充当による財源補正

3 木材需要拡大事業 90,350    56,442 146,792    

一　般　財　源 69,800    56,442 126,242    

◆ (1) 天竜材の家百年住居る助成事業 68,000    56,442 124,442    

補助申請棟数の増加に伴う、補助金及び委託料（検査）の追加

・ 補助金　55,000千円　　　助成棟数延べ143棟増（155棟→298棟）　　　　　

・ 委託料　 1,442千円

4 間伐材循環利用促進事業 158,055   6,100 164,155    

繰　地域グリーンニューディール基金繰入金 57,000    6,100 63,100     

◆ (1) 木質バイオマス利用促進事業 57,000    6,100 63,100     

龍山森林組合内の木質ペレット製造専用のキュービクル（高圧受電設備）設置に

伴う経費の追加

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

農林水 5 林道整備事業 747,609   0 747,609    

産業費 債　林道整備事業債 116,800   8,100 124,900    

一　般　財　源 13,722    △ 8,100 5,622      

◆ （1）公共林道整備事業 284,697   0 284,697    

過疎債及び辺地債の充当による財源補正

◆ （2）県営林道整備促進支援事業（負担金） 170,000   0 170,000    

債　林道整備事業債 129,000   35,000 164,000    

一　般　財　源 41,000    △ 35,000 6,000      

過疎債の充当による財源補正

◆ （3）県単独林道整備事業 198,720   0 198,720    

債　林道整備事業債 81,900    35,200 117,100    

一　般　財　源 37,734    △ 35,200 2,534      

過疎債の充当による財源補正

◆ （4）市単独林道整備事業 47,400    0 47,400     

債　林道整備事業債 25,100    2,600 27,700     

一　般　財　源 22,300    △ 2,600 19,700     

辺地債の充当による財源補正

6 漁港管理事業 57,633    49,800 107,433    

県　漁業基盤整備事業費補助金 15,000    24,900 39,900     

債　漁港整備事業債 0 35,900 35,900     

一　般　財　源 39,776    △ 11,000 28,776     

◆ (1) 漁港整備事業 54,838    49,800 104,638    

22年末度をもって地域再生基盤強化交付金における港整備交付金が廃止される

ため、事業を前倒しして実施することに伴う事業費の追加

・村櫛漁港航路の改良（滞砂の浚渫）工事費　49,800千円

商工費 1 商工業振興施設整備基金積立金 0 70,000 70,000

諸　違約金及び延納利息 0 70,000 70,000

都田地区工場用地開発に関する協定解約による、ヤマハ発動機株式会社

からの違約金収入に伴う基金積立金の追加



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

土木費 1 道路防災事業 426,497   100,000 526,497    

国　道路災害防除事業費補助金 85,000    50,000 135,000    

債　土木施設整備事業債 76,500    50,000 126,500    

◆ (1) 国庫補助事業 170,000   100,000 270,000    

経済危機対応・地域活性化予備費を活用した国の経済対策実施に伴う事業費の追加

・国道152号船明北

　落石防護施設設置工事（落石防護柵72ｍ、落石防止網30.1ｍ）

2 交通安全施設等整備･修繕事業 2,793,617 0 2,793,617

債　土木施設整備事業債 213,000 23,900 236,900

一　般　財　源 1,276,599 △ 23,900 1,252,699

◆ (1) 地域活力基盤創造交付金事業 1,023,000 0 1,023,000

路線組替に伴う財源補正

3 市道整備事業 1,943,312 455,000 2,398,312  

国　道整備事業費補助金 260,000   227,500 487,500    

債　土木施設整備事業債 353,000   222,600 575,600    

一　般　財　源 350,587   △ 3,100 347,487    

◆ (1) 国庫補助事業 870,312   455,000 1,325,312  

22年末度をもって地域再生基盤強化交付金における道整備交付金が廃止される

ため、事業を前倒しして実施することに伴う事業費の追加

・植松和地線ほか7路線整備　455,000千円

◆ (2) 市道整備事業 699,000   0 699,000    

過疎債の充当による財源補正

4 緊急雇用創出事業（道路費） 0 1,096 1,096      

県　緊急雇用創出事業交付金 0 1,096 1,096      

◆ (1) 道路等現況調査事業 0 1,096 1,096      

道路等の老朽・破損改善箇所の現況調査を緊急雇用事業により実施するための

委託料の追加

・雇用期間　平成23年3月～平成23年11月

　　　　　　※23年度分は債務負担行為8,768千円

・新規雇用者　 2人×20日

・既存雇用者   1人×13日（監督員）

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 5 国直轄道路事業（負担金） 2,092,766 90,000 2,182,766  

債　土木施設整備事業債 2,071,900 90,000 2,161,900  

経済危機対応・地域活性化予備費を活用した国の経済対策実施に伴う事業費の追加

・整備箇所：国道474号（三遠道路）　

　第二東名自動車道開通に向けて、平成23年度中に予定している三遠道路

　（引佐北Ｉ.Cから鳳来I.C）の供用開始に向けた整備費の追加

6 緑地保全事業 100,660   2,140 102,800    

一　般　財　源 45,424    2,140 47,564     

◆ (1) 単独事業 35,948    2,140 38,088     

市民の森について、土地寄附を受けるための境界測量及び登記の委託に要する経費

の追加

7 緊急雇用創出事業（緑化推進費） 0 5,305 5,305      

県　緊急雇用創出事業交付金 0 5,305 5,305      

◆ (1) 風致地区現況調査事業 0 5,305 5,305      

風致地区の現況調査を緊急雇用事業により実施するための委託料の追加

・雇用期間　平成23年1月～平成23年3月

・新規雇用者　 4人×64日

・既存雇用者   1人×53日（監督員）

8 公園施設改良事業 32,000    18,000 50,000     

一　般　財　源 27,000    18,000 45,000     

遠州灘海浜公園内の遠州灘大橋橋梁補修工事費の追加

9 街路樹等育成管理事業 408,150   6,500 414,650    

一　般　財　源 408,150   6,500 414,650    

街路樹の緊急剪定及び植栽工事に要する経費の追加

・姫街道松並木縮小剪定　 4,400 千円

・市道曳馬中田島線植栽工事 2,100 千円

10 緊急雇用創出事業（公園管理費） 0 5,604 5,604      

県　緊急雇用創出事業交付金 0 5,604 5,604      

◆ (1) 公園利用実態調査事業 0 5,604 5,604      

都市公園の利用実態調査を緊急雇用事業により実施するための委託料の追加

・雇用期間　平成23年1月～平成23年3月

・新規雇用者　 5人×55日

・既存雇用者   1人×60日（監督員）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

消防費 1 消防通信ネットワーク事業 336,449   1,140,000 1,476,449  

国　消防防災施設整備費補助金 0 210,270 210,270    

県　大規模地震対策等総合支援事業費補助金 199       105,135 105,334    

債　消防施設整備事業債 11,900 783,300 795,200    

一　般　財　源 308,600   41,295 349,895    

◆ 288,995   1,140,000 1,428,995  

119番通報の処理、部隊運用など消防指令センターの中枢機能を担う消防指令管制

システムについて、通信方式の変更等への対応のための再構築に伴う事業費の追加

（事業内容）

指令装置、出動車両運用管理装置、ネットワーク、支援情報処理装置等更新

機器等設置工事など

※23年度への繰越明許費…1,140,000千円

教育費 1 就学支援事業（小学校費） 149,570 11,522 161,092

一　般　財　源 148,505 11,522 160,027

◆ (1) 就学援助事業 144,663 11,522 156,185

経済情勢、雇用状況の悪化などの影響を受けて、支給対象者数見込が当初の

想定を上回ることに伴う追加

　支給対象者数　183人増（2,064人 → 2,247人）

2 就学支援事業（中学校費） 158,230 24,235 182,465

一　般　財　源 156,746 24,235 180,981

◆ (1) 就学援助事業 143,744 24,235 167,979

経済情勢、雇用状況の悪化などの影響を受けて、支給対象者数見込が当初の

想定を上回ることに伴う追加

　支給対象者数　196人増（ 1,371人 → 1,567人）

(1) 指令管制システム・消防情報基盤整備
    事業
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    事業



債務負担行為

総務費 1 広報はままつ全市版発行経費

　・広報はままつ全市版の発行経費

　・限度額　51,000千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

2 秋野不矩美術館特別展開催業務委託費

H23年4月23日から開催予定の特別展「秋野不矩・小野竹喬 二人展」における

作品所蔵家との借用交渉やポスター等の印刷などの委託事業

　・限度額　5,300千円

　　委託業務の内容：印刷物作製、広告制作、作品輸送、会場設営等業務

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　契約・準備期間の確保

民生費 1 春野自家用有償車両運行管理業務委託費

 春野ふれあいタクシー運行業務を民間に委託するための経費

  ・限度額　7,300千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

2 地域包括支援センター相談支援業務委託費

 地域包括支援センターにおいて、専門職が相談業務に専念できるよう、情報

 整理等を行う事務補助員を雇用するための経費

  ・限度額　4,270千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

新規雇用者 雇用日数 金額

   ※実施施設　浜北北部（天竜厚生会）　１人 252日 3,014千円

　　　　　　　 和地（慶成会）　　　　　１人 105日 1,256千円

3 なかよし館運営業務委託費

なかよし館12館の管理運営業務委託料

　・限度額　70,800千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・箇所数　12ヶ所

　・理　由　平成23年4月1日業務開始にあたり、1ヶ月以上の実務研修会の実施

　　　　　　など、契約・準備期間の確保

事　　　項



債務負担行為

事　　　項

民生費 4 認証保育所利用者助成事業費

待機児童解消のため、認証保育所に通所する３歳未満児の保護者に対し、認可

保育所との保育料の差額１人１月２万円の直接給付を平成23年度より開始する

に際して周知・広報の期間を確保するため債務負担行為を設定するもの

  ･限度額　132,000千円（@20,000円×延べ6,600人）

  ･期　間　平成22年度～平成23年度

  ･理　由　制度周知、準備期間の確保に伴うもの

衛生費 1 事業者に対するごみの出し方啓発事業費

市内の事業所に出向き、啓発用冊子を配布、一般廃棄物の減量運動や

適正処理の推進を図るための委託料

　・限度額　42,411千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・新規雇用者　10人×244日

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

2 天竜衛生センター運営業務委託費

平成23年4月から新たに、包括的民間委託による天竜衛生センターの

運営を開始するための委託料

　・限度額　169,000千円　

　・期　間　平成22年度～平成24年度

　・理　由　契約準備期間の確保

3 可燃・不燃ごみ収集運搬業務委託費（平和清掃事業所）

平成23年4月から、民間委託による収集地区を3地区から6地区に増やし、

家庭系一般廃棄物の収集運搬を行うための委託料

　・限度額　62,500千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　契約準備期間の確保

4 不燃物等処理施設運営維持管理業務委託費（平和清掃事業所）

不燃ごみや粗大ごみ、容器包装プラスチック等の中間処理にかかる

平和破砕処理センターの運営維持管理委託料

　・限度額　493,500千円　

　・期　間　平成22年度～平成25年度

　・理　由　契約準備期間の確保



債務負担行為

事　　　項

衛生費 5 埋立処分場運営維持管理業務委託費（平和清掃事業所）

廃棄物の埋立てにかかる、平和最終処分場埋立処分場の運営維持管理委託料

　・限度額　90,400千円　

　・期　間　平成22年度～平成25年度

　・理　由　契約準備期間の確保

6 埋立処分場浸出水処理施設運転管理業務委託費（平和清掃事業所）

平和最終処分場第一期・第二期浸出水処理施設及び静ヶ谷排水処理施設

の運転管理委託料

　・限度額　85,500千円　

　・期　間　平成22年度～平成25年度

　・理　由　契約準備期間の確保

7 清掃事業用薬品等購入経費（南清掃事業所・天竜環境事業所）

清掃工場の運営に必要な薬品等（WTO特定調達物品）を購入するもの

　・南清掃事業所分（消石灰・重金属固定剤）　限度額　　70,600千円

　・天竜環境事業所分（LPガス）　限度額　　43,700千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

8 不法投棄監視調査事業委託費

不法投棄の未然防止と早期発見に向けて、パトロールと不法投棄多発地帯

の調査を行うための委託料

　・限度額　90,204千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・新規雇用者　27人×244日

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

労働費 1 新卒者等就職活動応援業務委託費

平成23年3月に就職が決まっていない高校新卒者等を対象に、就職に必要な訓練

を行い就職活動の円滑化を図るための委託料

 ・限度額　41,860千円　

 ・期　間　平成22年度～平成23年度

  ・新規雇用者　20人×6ヶ月

 ・理　由　緊急雇用創出事業に伴うもので次年度に亘り事業執行するため



債務負担行為

事　　　項

労働費 2 若年者就労支援業務委託費

就職が決まっていない40歳未満の若年者（平成23年3月に卒業する大卒者を含む）

を対象に、就職に必要な訓練を行い就職活動の円滑化を図るための委託料

 ・限度額　80,000千円

 ・期　間　平成22年度～平成23年度

 ・新規雇用者　20人×10ヶ月

 ・理　由　緊急雇用創出事業に伴うもので次年度に亘り事業執行するため

農林水 1 農業施設利用状況調査業務委託費

産業費 　農業用施設（温室・ハウス）の現地調査のための委託料

　 ・限度額　　16,669千円

 　・期　間　　平成22年度～平成23年度

　 ・新規雇用　      　6人× 99日

 ・既存雇用(管理者)　2人×101日　　　

 ・理　由　　　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

2 地域残材搬出業務委託費

　森林内に放置された間伐材の搬出作業にかかる委託料

 　・限度額　　60,000千円

 　・期　間　　平成22年度～平成23年度

 　・新規雇用　21人×121日

 ・既存雇用(指導者等)　9人×117日、3人×5日　　　

 ・理　由　　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

3 作業道現況調査業務委託費

　林業用作業道の現地調査、台帳整備のための委託料

 　・限度額　　15,101千円

　 ・期　間　　平成22年度～平成23年度

 　・新規雇用  15人（9人×54日、6人×48日）

 ・既存雇用(監督員) 4人（3人×27日、1人×24日)　　　

 ・理　由　　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

土木費 1 道路台帳整備業務委託費

道路台帳の電子データ化等整備のための委託料

　・限度額　 57,320千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

  　・新規雇用　       15人×188日

  ・既存雇用(監督員)　2人×164日　　　

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため



債務負担行為

事　　　項

土木費 2 河川台帳整備業務委託費

未整備部分の河川台帳整備に要する委託料

　・限度額　 37,785千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

  　・新規雇用　        9人×155日

  ・既存雇用(監督員)　3人×144日　　　

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため

3 土木単独事業費

　・限度額　1,220,000千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　　・理　由　年度末に集中する工事の完成を分散させるため、発注時期を調整し、

　　　　　　年間を通して工事の平準化を図るもの

    事業名　　　　　　　　　　　　　　限度額               

・道路新設改良事業費（単独事業）　　149,000千円(市道149,000）　

・都田地区工場用地関連公共施設整備事業費（道路整備事業）　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 50,000千円

・道路維持修繕事業費（単独事業）　　523,000千円(国県道255,500 市道267,500)

・交通安全対策事業費（単独事業）　  148,000千円(国県道85,000 市道63,000)

・河川改良事業費（単独事業）　　 　　80,000千円

・河川維持修繕事業費（単独事業）　　 40,000千円

・都田地区工場用地関連公共施設整備事業費（河川調整池整備事業）　　

                                  230,000千円

　      　合　　計　　　　  　  1,220,000千円

4 道路等現況調査業務委託費

道路等の老朽・破損改善箇所の現況調査のための事業費

　・限度額　 8,768千円

　・期　間　平成22年度～平成23年度

  　・新規雇用　        2人×160日

  ・既存雇用(監督員)　1人×102日　　　

　・理　由　緊急雇用創出事業で次年度に亘り事業執行するため



債務負担行為

事　　　項

土木費 5 バス運行業務委託費

麁玉線ほか10路線のバス運行業務委託料

　・限度額　 26,000千円　

　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・対象路線　　【浜北】麁玉線ほか2路線  14,000千円

　　　　　　　　【春野】熊切線ほか7路線  12,000千円

　・理　由　WTO特定調達契約の準備期間及び受託者の運行業務準備期間の確保

教育費 1 スクールバス運行業務委託費（春野地域自治区分）

　市公用車及びリース車両を使用し、8路線のスクールバス運行を委託するもの

　　・限度額　32,000千円

　　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

2 スクールバス運行業務委託費（天竜地域自治区分）

　委託業者所有バスを使用し、6路線のスクールバス運行を委託するもの

　　・限度額　38,500千円

　　・期　間　平成22年度～平成23年度

　・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

3 スクールバスリース料（都田小学校分）

　滝沢・鷲沢地区から都田小への通学児童数増に伴う車両追加１台分のリース料

　　・限度額　4,500千円（750千円/年×6年）

　　・期　間　平成22年度～平成28年度

　　・理　由　車両の確保等、契約準備期間の確保に伴うもの

4 外国人子ども教育支援業務委託費

　通級型日本語教室「はまっこ」、母国語教室「まつっこ」および派遣型教室

　「まなぶん」の業務委託料

　　・限度額　53,000千円

　　・期　間　平成22年度～平成23年度

　　・理　由　プロポーザル方式の契約準備期間の確保に伴うもの

5 北部中学校既存校舎解体事業費

　北部中学校の改築に伴う既存校舎解体経費（平成23年4月～開始予定）

　　・限度額　150,000千円

　　・期　間　平成22年度～平成23年度

　　・理　由　契約準備期間の確保に伴うもの



◎特別会計

・国民健康保険事業 56,000 千円
  ・国民健康保険団体連合会の新システム導入に伴う、市国保システムの改修経費の追加

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

特別会計　計 74,300,000 56,000 74,356,000

（歳入）　

・繰越金 56,000 千円

（歳出）

・総務費（一般管理費） 56,000 千円

◎企業会計

・病院事業 6,000 千円

　リハビリテーション病院の建替え工事に先立ち、設計検討に必要な地質調査を実施するための

　資本的支出の施設改良費（委託料）の追加

（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

病院事業会計 計 20,585,840 6,000 20,591,840

《資本的支出》 6,000 千円

・施設改良費（委託料） 6,000 千円

※　財源は、留保資金を充当（平成21年度末留保資金残高　761,172千円）

・下水道事業 280,000 千円

　国の経済対策に伴い実施する管きょの耐震対策事業費の追加

（単位:千円）

補正前 補正額 補正後

下水道事業会計　計 32,190,125 280,000 32,470,125

《資本》

（収入） 266,000 千円

・ 企業債 126,000 千円

・ 国庫補助金 140,000 千円

※収支不足額14,000千円は損益勘定留保資金を充当

（支出） 280,000 千円

・建設改良費 280,000 千円

　広沢小学校と西ポンプ場を結ぶ管きょの耐震対策工事　　　

　　管きょ内部の構造変更工事　　 140,000 千円

　　マンホール浮上防止工事 140,000 千円

事　　項

事　　項

事　　項



債務負担行為

農業集落 1 農業集落排水処理施設運転管理業務委託費

排水事業 都田、両島、落合石神、緑恵台、上市場5施設の運転管理業務委託料

・限度額　 78,000千円　26,000千円/年

・期　間　平成22年度～平成25年度

・理　由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

小型 1 包括的民間委託事業費

自動車 オートレース場運営にかかる包括的民間委託料

競走事業 ・限度額　小型自動車競走法（昭和25年法律第208号）第5条の規定に基づき実施

　　　　　する包括的民間委託事業の実施に要する経費

・期　間　平成22年度～平成24年度

・理　由　契約準備期間の確保に伴うもの

病院事業 1 浜松市リハビリテーション病院整備工事設計業務委託費

リハビリテーション病院建替え工事の基本設計等業務委託料

・限度額　 60,000千円　

・期　間　平成22年度～平成23年度

・理　由　施設の老朽化等への早期対応及び平成25年度の稼動に向けて設計期間、

　　　　　工期の確保に伴うもの

下水道 1 ポンプ場維持管理業務委託費（平成22年度設定分）

事　業 南ポンプ場ほか12ポンプ場の維持管理業務委託料

・限度額　354,000千円　118,000千円/年　

・期　間　平成22年度～平成25年度

・理　由　契約準備期間の確保

2 終末処理場維持管理業務委託費（平成22年度設定分）

浦川、佐久間、城西、気田4施設の維持管理業務委託料

・限度額　174,000千円　58,000千円/年　

・期　間　平成22年度～平成25年度

・理  由　WTO特定調達契約にかかる準備期間の確保

3 管きょ施設整備事業費（平成22年度設定分）

上島1号雨水幹線管きょ築造工事

・限度額　補正前536,000千円　補正後594,000千円

・期　間　補正前 平成22年度～平成23年度　補正後 平成22年度～平成24年度

・変更理由　迂回路確保のための工法変更に伴う経費増及び区画整理事業進捗

　　　　　  遅延による工期変更　　　　　　
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